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日本の里山のチョウやホタルが急減 
世界の傾向と同様に 

深まる「普通種」の危機 
 
日本自然保護協会が事務局を務める、全国の里山市民調査「重要生態系監視地域モニタリング

推進事業（里地調査）（環境省事業。以下「モニタリングサイト 1000 里地調査」という。）」で、

2005～2017 年度の全国の約 200か所の調査地から得られたデータを解析した結果、日本の里山に

おいて、チョウやホタルなど身近な生物種の多くが減少傾向にあることが示された。 
減少傾向が示された種にはチョウ類やホタル類などの昆虫類のほか、ハシブトガラス、ヒヨド

リ、ツバメなどの鳥類、ノウサギやテンといった哺乳類など、ごく普通にみられていた身近な生

物種の多くが含まれている。 
特に、チョウ類では、評価対象種（87 種）のうち約４割（34 種）が、調査対象とした地域で絶

滅危惧種の判定基準のひとつである減少率（10 年あたり 30％減少）に相当するほど急速に減少

している可能性が示唆された。 
この中には、オオムラサキ、ミヤマカラスアゲハ（絶滅危惧ⅠA 類の減少率基準に相当）、アカ

タテハ・ゴマダラチョウ（絶滅危惧ⅠB 類の減少率基準に相当）、ジャノメチョウ・イチモンジチ

ョウ（絶滅危惧Ⅱ類の減少率基準に相当）などが含まれるが、これらの多くは最新の環境省レッ

ドリストには掲載されていない「普通種」であった。これらの種の多くは里山を主な生息地とす

るため、このままの減少が続くと将来的に絶滅危惧種と判定される可能性がある。 
日本の里地里山は国土の約４割を占める重要な生態系であるが、私有地が多いため、全国規模

の調査を実施しその全容を把握することは困難であった（環境省，2009）。本調査では、各地域の

市民調査員が主体となって調査を行うことによって、全国約 200 箇所の里地里山の観測ネットワ

ークを構築し、全国の里山生態系の現状を明らかにすることができた。 
これらの結果は、2019 年 11 月 12 日発行の「2005-2017 年度とりまとめ報告書（以下、とりま

とめ報告書）」に盛り込まれる。 
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▽ 世界の傾向とも一致 

2018年 10月に発表された WWFの Living Planet Report 2018 では「過去 40年間で野生生物の

個体数が 60 %減少」と報告され、今年５月には国際機関 IPBES（生物多様性及び生態系サービス

に関する政府間科学-政策プラットフォーム）によって「100 万種が絶滅の危機」という衝撃的な

メッセージが発表された（WWF, 2018; IPBES, 2019）。 
さらに今年１月、オーストラリア・シドニー大学などの研究グループは、専門誌「Biological 

Conservation」にチョウや甲虫など世界の昆虫種の 40 ％が急減しているとの調査結果を発表し

ている（Sanchez and Wyckhuys, 2019）※。今回の調査によって、これらの世界的な傾向から、

日本も例外ではないと言えることが明らかになった。 
※ただし、本論文については文献の検索方法等に反証論文なども出ています。 

 
▽ 里山の環境変化が一因？ 

一方、全国の調査地に対して実施したアンケート調査の結果から、「管理放棄された里山」が大

半を占めることがわかり、特に二次林（回答のあった調査地のうち９割。以下同じ）、人工林・溜

池・水田（７割）での放棄が顕著であった。里地調査の調査地は、里山の管理・利用が停止し植生

遷移が進んだり、開発による分断化が進んだりするなど、里山の環境変化が進行していた。こう

した里山の環境変化が、上述した「里山の普通種の減少」と関係している可能性がある。 
 

▽ 外来種・大型哺乳類が分布拡大 

加えて、里山生態系に影響を与えるアライグマ・ガビチョウなどの外来種や、近年個体数の増

加により生態系への影響が懸念されている大型哺乳類のイノシシ・ニホンジカは記録個体数の増

加や分布拡大が確認された。調査地において、アライグマの侵入後に在来種のアカガエル類の産

卵数が減少し、捕獲罠設置後に回復した事例もあったことから、今後も在来生態系への影響を把

握していく必要がある。 
 
▽ 進む市民の保全活動 

また、全国の調査地では、市民によるデータ活用と里山保全活動が活発に行われ、そうした活

動事例数は年々増加していることが明らかとなった。回答のあった調査地の約４割の調査地で、

ボランティアによる水田・二次林・草原などの管理が行われていた他、調査活動以外の保全活動

や普及教育活動など、モニタリングだけではない多様な活動が実施されていた。実際に、市民に

よる水田や湿地の保全再生活動によって、水田を利用するアカガエル類の個体数の回復が確認で

きた調査地もあった。このような市民による自主的な保全活動が、それぞれの調査地の生物多様

性の保全に貢献することが示唆された。 
 
▽ 今後の課題と提言 

身近な生物多様性の急速な減少傾向を食い止めるためには、その原因を明らかにするとともに、

種の地域絶滅のような不可逆性の高い変化を未然に防ぐための取組みがさらに求められる。その

ためには、従来のようなボランティアによる里山の保全活動に加えて、里山環境の持続可能な利

活用等の新たな取組みも含め、市民や行政、NGO などのあらゆる関係者が連携し、里山保全の取
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組みをさらに強化していくことが強く望まれる。 
 

・ 本とりまとめ報告書では、把握が困難とされてきた普通種も含め、里山に生息する様々な生物

種の増減傾向等を初めて明らかにした。この調査の意義・可能性は大きく、調査への継続的な

投資が今後とも求められる。 
 

・ さらに、地域の市民が主体となることで、市民自らが得た調査データを活用し、調査結果に基

づいた里山保全管理活動や地域に根差した普及活動等を展開している。こうした国と地域の

市民・NGO が連携した取り組みの重要性が社会的に認知され、継続的なモニタリング体制の

構築が求められる。 
 

・ 本調査は長期的なモニタリングを目的とした調査設計のため、今回明らかとなった様々な生

物種の増減と、それに影響を及ぼしている要因等の解明は十分とはいえない。効果的な生物多

様性の保全のためには、生物種の増減に影響を及ぼす要因や保全対応策の実施状況を把握し、

それらの相互的な因果関係を解明していくことが重要である。そのためにも、本調査データを

ベースとしたさらなる調査研究の拡充が求められる。 
 

・ 本調査の結果は、日本の里山に生息する生物種の状況を知る貴重な知見であり、生物多様性国

家戦略 2012-2020と日本における愛知目標の達成度評価、気候変動適応計画等の政策評価や、

ポスト愛知目標にもとづいて作成される次期生物多様性国家戦略や生物多様性国別報告書に

おいて十分に活用されることが重要である。 
 

・ 里地調査の調査地は、保全のための活動が活発に行われている場所であるにも関わらず、様々

な生物種の減少がみられるなど、全体として生物多様性の明瞭な改善傾向が見出せていない。

また、アンケート調査の結果、管理されていない場所を含む調査地が大半を占めていることや、

過去５年間に 1/4 の調査地で開発行為による生息・生育地の喪失が生じていた。管理放棄等の

進行を止め、里山に棲む生物種の生息地を保全していくために、多くの関係者が連携・協力し、

現代的な新しい里山環境の持続可能な利活用のあり方を創出することが重要である。 
 
・ 調査地では、モニタリング以外にも、普及教育活動や森林資源の利用など、多様な活動が実施

されていたが、それらの活動を支える補助金や助成金を受給している調査地は全体の約１割

しか存在しなかった。既存の里地・農地等の環境保全に対する補助金の制度が活用されていな

い原因を把握し、各地の保全活動を活性化させる社会的仕組みの改善が必要である。 
 
・ 使用可能な写真・グラフ等もございます。ご利用を希望の場合は、press@nacsj.or.jp

までご連絡ください。 
 
・ 全国の調査地から調査員が集まりポスター発表を行う「全国交流会」を開催します。本件を受

けた追加取材等の機会として、ぜひご参加ください。 
2020 年 1 月 12 日（日）10:00～16:00 兵庫県立のじぎく会館（兵庫県神戸市） 
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参考情報 

１．モニタリングサイト 1000 里地調査 
・ モニタリングサイト 1000（重要生態系監視地域モニタリング推進事業）はわが国を代表する

様々な生態系の変化状況を把握し、生物多様性保全施策への活用に資することを目的とした

調査で、全国約 1,000 箇所のモニタリングサイトにおいて、平成 15年度から長期継続的に

実施している。 

・ 里地調査は、里地里山生態系を対象として平成 16年度から 18箇所で調査を開始。調査は、

地元市民団体等の「市民」が主体となり、植物相、鳥類、哺乳類、チョウ類、水環境等の複

数の総合的な項目について実施している。 

・ 平成 20年度からは、調査サイトを拡大して全国規模の調査を開始しており、平成 29年度

（2017 年度）時点では、全国 192 箇所で調査を実施した。なお、調査の事務局は（公財）日

本自然保護協会がつとめている。 

 

２． とりまとめの方法 
・ モニタリングサイト 1000は５年に１度を節目として、生態系毎にそれまでの調査成果をと

りまとめることとしている。里地調査では、平成 29年度（2017年度）に調査開始 15年目を

迎えたことから、３回目のとりまとめを実施した。とりまとめにあたっては、生物多様性国

家戦略・愛知目標の達成度評価、および生物多様性条約国別報告書等や、気候変動の影響へ

の適応計画への貢献を目的に、これまでの調査成果や各調査地へのアンケート結果を整理し

た。 
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■■ 本件に関するお問合せ先 ■■ 

公益財団法人 日本自然保護協会 

担当 幸地、道家、後藤 

TEL：03-3553-4106 E-mail：press@nacsj.or.jp 
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